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Ⅰ．はじめに
　ビジネス分野において価値共創が注目を集めてい
る。市場での競争が激化する中で、価値の源泉を顧客
に求める企業が増えてきていることによって価値共創
の構造を理解しようとする動きが学術的にも実務的にも
見られるようになっている。さらに企業と顧客との価値
共創への関心は、たとえば、ネスレによるキットカット
やコマツによるKomtraxのようにB to C、B to Bといっ
た形態に関わらず多くの分野において注目されることに
なる。
　サービス・ドミナント・ロジック(Service-Dominant 
Logic、以下S-Dロジック)は、価値共創に注目した研究
となっている。つまりS-Dロジックは企業が価値を提案
するだけであり、企業と顧客によって価値が共創され
るという価値共創概念を提示することによって、顧客
による価値創造を強調し(Vargo and Lusch 2004; 井
上・村松 2010; 庄司 2011)、アクターによる資源統合に
よって価値が生み出されると主張している。このため、
資源統合が価値共創にとって重要な視点となる。
　資源概念は従来、経営学の領域、特に経営戦略に
おいてよく見られており、価値を提案する側である企
業の視点から構築されていた。その主なものとして資
源の大小による視点であり、企業規模によるものがあ
る。資源をより多く保有することで優位性が生まれる
ということであり、資源を保有することで規模を拡大
することになる。このため、資源を獲得し、企業の中に
取り込むという考え方がこれまでのビジネスで中心と
なっていた。
　さらに、情報技術が発展することで資源を保有す
ること以上に、資源を利用する状況が重視されるよう
になってきている。Amazonや楽天といったプラット
フォームやUberやAirbnbなどのシェアリングサービス
など、資源を共有したり利用したりすることが可能に

なるにつれて、すべての資源を一企業で持つ必要が無
く、利用可能性を高めることが求められるようになって
いるのである。つまり、資源を組み合わせて価値を創
造する、資源統合の視点が重視されることになる。
　しかしながら、価値共創と資源統合の関係について
は十分に検討されているわけではない。またS-Dロジッ
クがマクロでの解明を志向することによって、メゾレベ
ルやミクロレベルでの個別の資源統合の枠組みについ
てはそれほど関心が払われてこなかった。そこで、本
稿では、S-Dロジックにおける価値共創を検討し、その
うえで資源統合の枠組みによる資源展開のパターンに
ついて考察する。特にS-Dロジックにおいて議論され
ている利用する資源(オペラント資源)という視点から議
論を進めるものである。

Ⅱ　S-Dロジック
1．S-Dロジックの展開
　S-Dロジックの議論はJournal of Marketingにお
いて発表された「マーケティングへの新しいドミ
ナント・ロジックの進化」が出発点となっている
(Vargo and Lusch 2004)。この論文はサービス概念
の重要性を提示することを目的としているもので、
市場志向やサービス、ネットワーク、資源統合など
のマーケティングにおける思想ラインを分析し、そ
の中心に存在するのがサービス概念であると主張し
たものである。そのうえで、サービスを中心とした
マーケティングにおける基本的前提(2004年の段階
では8個、2016年に11個まで広がる)を提示し、そ
の中心となる公理を示している(図表 1参照)
　ここでのサービスについては無形財としてのサービ
スではなく他者あるいは自身のベネフィットのために
コンピタンス(ナレッジとスキル)を適用すること(Lusch 
and Vargo 2014; Vargo and Lusch 2004)と定義し、
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取引の対象となるサービスのことを複数形のサービス
もしくはサービシィーズと表現している。グッズと対価
との交換ではなく、サービスとサービスの交換が本質
的な交換であるとすることによって、マーケティングの
特性と視点を再考しているということが出来る。
　このサービス概念を用いることによって取引される場
面だけではなく、多くの場面でサービスが交換されてい
るということを示すことが出来る。たとえば、Amazonが
取り組んできている様々な施策は、買物における障害を
取り除く行動であるといえる。Amazon Goや定期オトク
便は、購入において買い手による注文や支払のための
手順の一部を省略するというサービスを提供することが
行われていることになる。またカスタマーレビューは、他
のアクターによる評価を通じて、価値の実現の可能性を
確認することを容易にしているということができる。これ
らの行為はサービスを適用していることになる。そのた
め、サービスに注目することで、取引という場面の解明
だけではなく、取引の範囲を超えた様々なプロセスを明
確にすることが出来るようになるのである。
　S-Dロジックは、2004年の論文が特に多く引用され
ているが、2004年の論文は出発点に過ぎず、多くの
マーケティング研究者が関与することによって発展し
ていった。オセアニアの研究者を中心とし、S-Dロジッ
クの影響について検討したオタゴフォーラムや、ヨー
ロッパの研究者とサービス研究からのアプローチから
S-Dロジックを検討するナポリフォーラム、それから
S-Dロジックにおける拡張を目指した市場とマーケティ
ングフォーラム(Forum on Markets and Marketing)
での議論によって、S-Dロジックも発展していった
(Wilden et al. 2017; Zinser and Brunswick 2016; 庄
司 2018)。そのような発展によって、サービス交換の階
層性を示すマクロ、メゾ、ミクロの視点やサービス交
換の構造であるサービス・エコシステムなど様々な概
念が精緻化されるようになる。

2．S-Dロジックと価値共創
　S-Dロジックがマーケティングおよび関連分野にど
のように貢献するのかについて多くの議論が重ねられ
る中で、S-Dロジックにおいて追求される研究課題が
提示されてきた。その代表的な課題として価値共創と
共同生産の相違である。S-Dロジックでは、価値共創
と共同生産を明確に区別している。ここで共同生産と
は、消費者による提案を製品化するというプロセスの
ことと関連し、顧客と製造業者との共同で行われる開
発や共同で行われるデザインが該当する(Lusch and 
Vargo 2014)。しかし、S-Dロジックではこれらと価値
共創を区別し、Vargoらの主張に基づくと価値共創は
共同生産の上位に位置づけられる(田口 2010)。
　もう一つは価値共創の主体である。価値の受益者と
なる顧客がサービス交換を行うということがS-Dロジッ
クでは強調されるため、資源統合者としての視点が重
要となる(Lusch and Webster 2011)。当初、S-Dロジッ
クでは、消費者ではなく顧客という視点が強調されて
いた。これは、消費者という用語が価値を破壊すると
いう語源を有するものであり、消費者の持つ価値創造
の視点が失われるとしたためである(Vargo and Lusch 
2006; Vargo and Lusch 2008b)。そのため、S-Dロジッ
クではアクターという能動性を強調した概念が用いら
れる。
　さらに、資源統合者として顧客を位置づけるため資
源概念およびアクター概念を導入されている(Vargo 
and Lusch 2011)。S-Dロジックにおいて用いられ
る資源は、資源をオペラント、オペランドと分類し
(Constantin and Lusch 1994)、価値共創におけるオ
ペラント資源の有用性について議論を行っている。
　S-Dロジック研究では、しかしながらこの価値創造
および資源統合については十分に議論されている状
況にはない。特に、これはS-Dロジックの精緻化のた
めにマクロ志向での議論が展開されているためである
(Vargo and Lusch 2017)。そのため、S-Dロジックの用

図表 1　S-Dロジックの公理

公理 記述
公理 1 サービスが交換の基本的基盤である
公理 2 価値は常に受益者を含む複数のアクターによって共創される
公理 3 すべての経済的および社会的アクターが資源統合者である
公理 4 価値は常に受益者によって独自かつ現象学的に判断される
公理 5 価値共創は、アクターが生み出す制度と制度的配列によって調整される

出所：Vargo and Lusch(2016), p.18を元に筆者修正
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語もビジネスを想定しているものからより包括的な用
語へと転換することになる。このマクロ志向性はS-Dロ
ジックの用語を変更することになり、たとえば、S-Dロ
ジックの基本的前提において、競争優位という用語が
戦略的ベネフィットと変更されるようにビジネスに限
定されない用語へと変更されている(Vargo and Lusch 
2004; Vargo and Lusch 2016; Vargo and Lusch 
2008b)。
　このようにマクロ志向が強調されているS-Dロジック
であるが、必ずしもミクロの観点を無視しているとい
うことではなく、マインドセットとしての有効性(Lusch 
and Vargo 2006)を確立するためにより広範囲をカバー
する用語が必要であるため、マクロ志向の研究が優先
されてきたと考えることが出来る(庄司 2018)。そのた
め、近年では、マクロの視点だけではなく、ミクロやメ
ゾレベルでの考察が行われている。
　S-Dロジック以外の価値共創に関する議論でも、
顧客をどのように関与させるのかについて検討され
ていた。先駆的な研究としてあげられるのはToffler
によるプロシューマー論である(Toffler 1980)。プロ
シューマーとは、Tofflerによる造語であり、生産者
(producer)と消費者(consumer)を組み合わせたもの
で、消費者の生産への貢献を示す概念である。Toffler
のプロシューマーは、消費者がもつ価値創造の側面を
強調したものとして評価される。
　また、Normannらは、顧客参画のモデルとして具体
的な製品開発における消費者・顧客の関与を示すため
に企業の機能と様態から分析している(Normann and 
Ramirez 1994)。Normann and Ramirezのモデルで
は、企業の価値創造プロセスとして一連の企業活動と
いう機能面と行動面や感情面といった様態面から顧客
がどこで関与することを示すものである。
　Prahalad and Ramaswamyでは、対話(dialogue)、
アクセス(access)、リスク評価(risk assessment)、透
明性(transparency)を構成要素とするDARTモデルを
提示し、これら4つの観点からの顧客との関わり合い
を重要と見なしている(Prahalad and Ramaswamy 
2004)。Prahalad and Ramaswamyの主張は、消費者
を価値の共創者として強調しているものであり、消費
者と企業の一体的に行われる活動を明らかにしている
ものとなる。
　北欧学派と呼ばれるサービスを強調したマーケティ
ングを研究するグループにおける代表的論者である

Grönroos は顧客こそが価値を創出する主体であると
主張する (Grönroos 2008)。この議論は、顧客が有形
財や無形財を入手し、これを利用することによって価
値を生み出すということから、価値の創出は共創とい
うよりは顧客だけが生み出している指摘する。S-Dロ
ジックを中心としたサービス研究分野では、これらの
観点についてその相違点を詳細に検討されているが、
取引される対象物を前提とした考え方による価値共創
について議論されている点は注意が必要であろう。
　これらに共通する考え方は顧客との接点である。特
にS-Dロジックにおいても、その他の価値共創論におい
ても顧客からの働きかけもしくは関与が重要であるこ
とを示している。そこで、次に資源の類型と価値共創
について検討をする。

Ⅲ．資源の類型と資源統合
1．資源の類型
　伝統的に資源というのは経営戦略の分野で注目をさ
れてくるものであった。古くはPenroseによる議論があ
り(Penrose 1959)、いわゆるモノ・カネ・ヒト(さらには
情報)を経営資源と見なし、これらの資源の蓄積を強調
されてきた(伊丹 2012)。さらに経営資源の優越によっ
て競争優位が獲得されるというRBV(Resource-Based 
Vied)は戦略論において長らく支持されてきている
(Barney 2001)。他方で、これらの観点は企業の中に資
源を収集する、すなわち取り込むということになる。つ
まり優れた資源を多く取り込むことによって優位性を
獲得するということであった。
　企業の規模に関する議論についても、このような資
源の優劣によって議論されることが多い。大企業と中
小企業という類型は企業の従業員や資本金といった経
営資源での分類として知られているものであり、これ
らの経営資源から生産量やコスト、事業拠点といった
複数の要素が異なっていることを示すものである。し
かしながら、このような資源ではなく、資源を発見する
ということが多様な領域において議論されている。
　S-Dロジックでは、Zimmermannによる言明を
用いて資源の特徴を説明する。すなわち、資源は
存在せず、生み出すものであると捉えることにより
(Zimmermann 1951)、「アクターが生存可能性を高め
るために利用するもの」(Lusch and Vargo 2014、邦訳
143頁)と定義される。つまり資源は保有するのではな
く、価値を創出するために利用するものとなる。このよ
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うな観点から利用する資源とそうではない資源の分類
としてオペランド資源およびオペランド資源という用
語が用いられる。
　この2つはLuschが1994年にConstantinとともに執
筆した書籍からS-Dロジックに取り込まれたものである
(Constantin and Lusch 1994)。図表2に示したように
オペランド資源とは効果を創造するために他の資源に
よって行為を施される資源であり、一方、オペラント資
源とは効果を創造するために他の資源に行為を施すこ
とが出来る資源となる(Lusch and Vargo 2014、邦訳
147頁)。
　S-Dロジックにおいてはもう一種類の資源の類型が
表示されている(図表3参照)。それが公的資源、私的資
源および市場で取引される資源(以下、市場資源)であ
る。これは市場での取引だけでなく、それまでに所有
している資源および共有されている資源も資源統合の

範囲に含めていることを示している(Lusch et al. 2007; 
Vargo and Lusch 2008)。ここでVargoらは公的資源
を社会全体、あるいは特別に指定されたメンバーに政
府や準政府機関が供給する有形もしくは無形の資源で
あり、消防や警察の保護のほか、教育、ヘルスケア、
公園やレクリエーション地域などとする一方、私的資
源は社会交換ネットワークによって交換され社会への
援助や個人の助言といったものが含まれるとしている
(Lusch and Vargo 2014)。
　ここではさらに、資源の類型を拡張し(McColl-
Kennedy et al. 2012)、公的資源をコミュニティもしく
政府から調達出来る資源、市場資源を企業等から調達
する資源、私的資源を家族や友人もしくは本人が調達
する資源とする。このような資源の類型は資源の利用
すなわち文脈価値において重要となるとともにビジネ
スの説明においても有効となる。つまり、複数の資源

資源の類型 特徴 例
オペランド資源 ・効果を創造するために他の資源によって行

為を施される資源
鉄鉱石、石油、金、自動車、コンピュータ

オペラント資源 ・効果を創造するために他の資源に行為を施
すことが出来る資源

・優位を生み出すもの

ナレッジやスキル、技術

(筆者作成 )

図表 2　資源の類型(オペランド資源とオペラント資源)

図表 3　資源統合の概念図

出所：Lusch and Vargo(2014)、邦訳 155頁。
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統合の方向性を示すことができ、それによってマーケ
ティングもしくは事業の展開を説明することが可能と
なる(図表 4 参照)。

2．資源の類型によるビジネス展開
　先に述べたようにS-Dロジックは、マクロでの価値
共創を分析するための概念的な枠組みについて検討
され、マクロ志向になっているが、他方で共同生産や
エンゲージメントのようなメゾ領域(Storbacka et al. 
2016)およびビジネスモデル(Wieland et al. 2017)や意
思決定といったミクロ領域についても検討が求められ
ている。
　資源統合についても概念的研究(Kleinaltenkamp et 
al. 2012)のレベルから個別のアクターレベルでの研究
へと多様化している。たとえば、Jesusらはカスタマー
ジャーニーと資源統合の関係について消費者の視点で
議論を行い、購買を主な起点とするカスタマージャー
ニーを使用価値にまで広げ、購買前、購買段階、購買
後のそれぞれの段階と資源統合との関係を考察してい
る(Jesus and Alves 2020)。特定の領域に限定してい
るのは、McColl-Kennedyらによる研究であり、ヘル
スケアの領域における資源統合と価値共創について論
じ、顧客価値共創プラクティススタイルを提示する。
　このように資源統合のパターンによってミクロ的視
点でのビジネス展開を考察することができ、価値共創
における資源展開の2つのパターンを示すことが出来
る。それは、市場資源への代替的関係と補完的関係で
ある。代替的関係とは、市場資源と私的資源や公的資
源が取って代わる関係となることであり、補完的関係
というのは、それぞれが組み合わさることによって、価
値共創が生み出されることになるというものである。
　代替的関係は、2つのコンテクストから考えることが
出来る。一つは私的資源や公的資源を市場資源に転
換するということになる。たとえば、公的資源として
ハローワークなどが行っている職業紹介は民間の職業

紹介業者が実施することがある。このような業者が職
業紹介事業に数多く参入し、多様な支援を行うことに
よって職業紹介に関する規模が拡大している。
　また、私的資源から市場資源への転換は、近年、
シェアリングサービスとして拡大してきている。シェア
リングサービスとしてのUberやAirbnbのような事業
(Wieland et al. 2017)は個人の資源を市場化する手段
となっており、類似の試みは代行サービス(運転、家事
など)がある。
　さらに補完関係は、価値共創における資源密度の議
論と大きく関連し(Lusch 2011)、どのように資源を組み
合わせるのかが関わってくる。つまり、資源が組み合
わされることによって価値が共創される。具体的に、
Vargoらは道路(公的資源)と運転技術(私的資源)を示
し、これによって自動車はオペラント資源として見なさ
れる(Vargo et al. 2008)。このことはマーケティングにお
ける実務においてS-Dロジックが貢献することを示す。
　例えば、自動車メーカーは、若年者の自動車への関
心を高め、さらには運転する喜びを展開するために複
数の試みを展開している。たとえば、トヨタ自動車は若
年者の私的資源を獲得することを促しているが(運転技
術としての自動車免許の取得や若者をターゲットにし
たサブスクリプション)、これらは自動車という市場資
源をアクターによって価値創造するための活動として
捉えることが出来る。また自動車においては近年、電
気自動車(Electric Vehicle、EV)の普及が進んでいる。
その中で、充電ステーションの普及が課題となってい
るように他の私的資源との統合が課題となる。つまり、
資源統合の視点は、それぞれの資源の統合による価値
共創においてどのような抵抗要因があるのか、あるい
は促進要因があるのかを分析することを可能とするの
である。

Ⅳ．まとめ
　マーケティングが市場での交換を対象とする分野で

図表 4　資源の源泉による分類

資源の類型 特徴 例
公的資源 社会全体もしくは一部の社会構成員が利用できる

資源
道路、公園

市場資源 市場から取引によって調達する資源 自動車、運動道具
私的資源 個人や友人、家族から得られる資源 運転技術

(筆者作成 )
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あるという合意は、過去何十年にも渡るマーケティン
グ学界における議論において形成されたものであり、
近年ではこれに加えて価値創造が強調されてきてい
る。経済が成熟化し、完全競争理論が想定するような
市場のアクターではなく、それぞれが独自の考えや背
景を持つアクターとして行動することによって、市場を
とらえるアプローチも変化してきている。
　本稿ではこのような議論の中で出現したS-Dロジッ
クにおける資源統合に関してミクロ的な視点の中で
展開するための資源統合の枠組みを提示したる。S-D
ロジックはその包括性やロジックとしての精緻化のた
め、マクロ志向のもとで議論がされてきているが近年
では、価値提言やエンゲージメント、資源統合といっ
た下位領域における考察がメゾレベルおよびミクロレ
ベルで検討されてきている。
　本稿では資源統合の枠組みとして、私的資源、公的
資源と市場資源との代替的関係と補完的関係について
言及している。特に企業にとっては市場資源を利用し

てもらうようにするためには、それぞれの資源統合の
枠組みを促進することが必要となる。このような観点
はかつてAldersonが提示した品揃え集合としての家計
や企業をベースにした考え方の延長にあるものであり
(Alderson 1965)、価値を実現する主体としての消費者
の意義を明らかにするものであるといえよう。
　本稿では、紙幅の関係で資源統合の組み合わせで検
討される課題のうち、その一部のみ限定して議論して
いる。焦点となる消費者が市場から資源を統合するの
か、それとも市場以外の私的資源や公的資源を統合す
るのかという、個別アクターからの視点というミクロレ
ベルでの議論を中心としている。より範囲の広いメゾ
レベルでの資源統合においては検討するべき課題とし
て残っている。さらに、より実践につながるような実証
可能なテーマを今後検討することによってミクロの視
点でのS-Dロジックの進歩に貢献すると共に、サービス
研究にも貢献するものと思われる。
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